
1 
 

  

 

 

 

 

 

 受付期間 令和６年９月１０日（火）～令和６年１１月２９日（金） 

 対象  ≪更新申請≫ 埼玉県電子入札共同システムの令和５・６年度名簿の「物品等」 

  入札参加者名簿に登録のある事業所 

 申請方法 

  競争入札参加資格申請受付システムから申請データを入力送信、案内に従って、提出 

 書類をシステムに添付の上、送信してください。（原則、郵送不要・持参不可） 

 

 

 

 
 

 

 

 【県】埼玉県 

 【県】埼玉県 

 【市(30 市）】上尾市 朝霞市 春日部市 加須市 川口市 川越市 北本市 行田市 久喜市 

        熊谷市 鴻巣市 越谷市 さいたま市 坂戸市 狭山市 志木市 白岡市  

        秩父市 所沢市 戸田市 蓮田市 羽生市 東松山市 日高市 深谷市  

        富士見市 ふじみ野市 本庄市 三郷市 吉川市 

 【町(14 町）】伊奈町 小鹿野町 神川町 上里町 川島町 ⾧瀞町 鳩山町 美里町 皆野町  

        三芳町 毛呂山町 横瀬町 吉見町 寄居町 

 

 ●問い合わせ先   メールでお問い合わせください。 
       制度に関すること（共同受付窓口） 定期申請専用（９月１０日～１１月２９日まで） 

      メールアドレス a5770-09@pref.saitama.lg.jp 
      電話:０４８－７１１－５６７６（平日９:３０～１６:４５（１１:４５～１３:００を除く）） 

    パソコン操作、システムに関すること（埼玉県電子入札ヘルプデスク）  

     メールアドレス a5770-07@pref.saitama.lg.jp  
   電話:０４８－８３０－２２６３（平日 ８:３０～１７:００） 

 

令和 7・8 年度 物品等競争入札参加資格審査 

官公需適格組合（更新申請） 

【共同受付参加自治体】（50 音順） 

 

① 埼玉県ホームページのトップ画面を開き、「埼玉県電子入札総合案内」をクリック。 

② 「システム入口」から、「競争入札参加資格申請受付システム」をクリック。 

③ 業務区分で「２  物品等」を選び、「１  新規申請（定期）」をクリック。 

④ 申請入力画面に進みます。 

【申請画面へのアクセス方法】 
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・適格組合を構成する組合及び組合員で申請する場合、官公需適格組合証明書の写しも提出してくだ

さい。 

・組合及び組合員が 5 者以上ある場合、売上の高い順に申請してください。 

・適格組合単体で資格申請を行うことも可能です。 

・各者審査項目の金額等を合算した別紙「様式 10 官公需適格組合の組合ごとの格付け情報内訳」を

添付してください。 

・財務内容を合算して審査可能なのは、官公需適格組合証明書が発行された組合のみです。 

・申請書の受付・送付等は、通常の申請と同様になります。 
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（1）必ず提出いただく書類                                                    

書類名 説明 

官公需適格組合証明書 有効期間をご確認の上、ご提出ください。 

官公需適格組合の役員名簿 任意様式（申請日時点のもの） 

官公需適格組合の組合員名簿 任意様式（申請日時点のもの） 

官公需適格組合の組合ごとの格付

情報内訳【様式 10】 

組合員の情報を含めた格付を希望する場合にご提出ください。 

・組合及び組合員が 5 者以上の場合は、売上額の高い順に５者分の情報を

記入してください。 

受付票・データ登録確認 ・「競争入札参加資格申請受付システム」で申請データを送信すると、出力

できるようになります。 

 必ず送信後のものを添付してください。 

・送信後にデータの修正はできません。誤りがあった場合は、出力されたデ

ータ登録確認を赤字で見え消しし、正しい内容を記入して、送信してくださ

い。 

確認書【様式１】 ・官公需適格組合として１部提出してください。 

・従業員数は組合の常勤職員の人数、様式 10 を提出した場合は、その組合

員の常勤職員の人数を足した人数を記入してください。 

・システムの入力データと相違ないか確認してください。 

法人税（申告所得税及び復興特別

所得税）、消費税及び地方消費税

の納税証明書 

法人「その３の３」 

・申請日前３か月以内に交付されたもの。 

・税務署で発行（新設の場合も必要）。 

・未納の税額がない旨の記載があることが必要。 

・納税猶予の許可を受けていて猶予事由として新型コロナウイルスの記載が

ある場合はご相談ください。 

履歴事項証明書 

（商業・法人登記簿謄本） 

・官公需適格組合の謄本をご提出ください。 

・申請日前３か月以内に交付されたもの。 

・法務局又は地方法務局（支局・出張所）で発行。 

（法人のみ） 

決算書類（単独決算） 

①表紙（法人名、会計期間の記載

のあるもの） 

②貸借対照表 

③損益計算書 

・申請日直前１事業年度分。 

・申請日直前の決算書の期間が12か月に満たない場合、申請日直前２事業

年度分。 

・企業グループ全体の連結決算ではなく、当該法人の単独決算が分かるもの

であること。 

・官公需適格組合の決算書、又は、様式 10 を提出した場合は、組合員の決

算書を提出してください。 
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（2）申請の内容によって提出する書類 
書類名 説明 

委任状【様式２】 ≪契約権限等を委任する場合≫ 

・システムの入力データと相違ないか確認してください。  

・押印は不要です。 

営業許可書等 ≪営業に許可等（登録、免許、許可等）が必要な営業品目を申請する場合≫ 

・許可等（申請日現在で有効な許可等）を受けていることを証明する書類 

・様式 10 の営業許可等の欄に記載している許可書を提出してください。 

・組合及び組合員分を提出してください。 

障害者雇用状況報告書 

 

≪「障害者雇用状況」で「障害者雇用状況報告書を提出していて不足数な

し」を登録申請する場合≫ 

・障害者雇用状況報告書の添付義務のある事業者（従業員40人以上）で障

害者法定雇用率を達成している事業者 

・公共職業安定所（ハローワーク）に提出した直近の報告書 

・組合及び組合員分を提出してください。 

契約実績表 

【様式自由 参考様式４】 

≪申請日前、過去２年間に官公署との契約実績がある場合≫ 

・契約の相手方、契約年月日、契約金額（税込み）、契約名を記載してく

ださい。 

・組合として受注した実績を記載してください。 

・提出した場合、電子申請の「過去 2 年間の官公署との契約実績」欄の入

力は不要。 

①ＩＳＯ14001認証取得登録証  

②エコアクション21認証・登録証 

③埼玉エコアップ認証 

④埼玉県SDＧｓパートナー登録 

⑤埼玉県環境SDGｓ取組宣言企業 

⑥多様な働き方実践企業認定 

⑦パートナーシップ構築宣言企業 

（いずれか一つ）  

≪「環境配慮状況」を「配慮あり」で登録申請する場合≫ 

・①ISO14001、②エコアクション２１の認証を取得している事業者は、

いずれかの認証登録証のPDFを提出してください。 

  本社等で取得している場合も含む。 

  外国語版の場合、日本語訳文を付記又は添付すること。 

 

・③～⑦については、書類の提出は不要です。 

 組合及び組合員分を提出してください。 

ＩＳＯ9001 認証取得登録証 

（認証取得業務の範囲がわかる付

属書を含む） 

≪「ISO9001 登録状況」を「登録あり」で登録申請する場合≫ 

・認証取得業務が申請する業種に関連したものであること。 

・本社等で取得している場合も含む。 

・外国語版の場合、日本語訳文を付記又は添付すること。 

・組合及び組合員分を提出してください。 
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書類名 説明 

行政書士委任状 ≪行政書士による代理申請の場合≫ 

様式は自由です。委任範囲がわかるものをご提出ください。 

 

（３）申請自治体によって提出する書類 

書類名 説明 

市（町）民税等納税関係書類 

 

≪市町を登録する場合で、条件に該当する場合≫ 

・提出書類の名称等は市町で異なります。 

・提出が不要な場合がありますので、自治体別提出書類早見表を確認して

ください。 

使用印鑑届【様式５】 ≪ふじみ野市を登録する場合≫ 

・使用印鑑は、入札・見積り・契約等に使用する印を押印してください。 

事業所の写真・案内図【様式６】 

 

≪上尾市、川口市、川越市、越谷市、さいたま市、秩父市、戸田市、富士

見市、ふじみ野市を登録する場合≫ 

・提出が不要な場合がありますので、自治体別提出書類早見表を確認して

ください。 
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 自治体別提出書類早見表 
自治体名 書類名 説明 

埼玉県 納税証明書（県税 法人県民

税・法人事業税・個人事業税） 

(システム上で納税状況の照会に

ついて同意した場合、原則とし

て、提出は不要) 

埼玉県に登録する場合で、埼玉県内に事業所（本社、支社、

支店等）がある事業者（法人・個人） 

・納付後間もないなど、納税状況がシステムで確認できない

ときは、申請者に納税証明書の提出を求めることがありま

す。 

・県内で事業開始後の決算が未到来の場合、県税事務所に提

出した「法人の設立等報告書」（法人）、「事業開業報告

書」（個人）の写しを提出してください。 

 

 
自治体名 書類名 説明 

上尾市 ①【法人】 

事業所の写真・案内図

〔様式６〕 
 （市内・準市内事業者のみ） 

申請する事業所が上尾市内にある場合 

・写真は、事業所全景写真（看板等、社名が確認でき るもの）及び

事業所内部が広範囲に写っているもの各 １枚。案内図は、住宅地図

等でも可。 

・写真は申請日前３か月以内に撮影されたもの。 

・カラーでスキャンをして提出してください。 

②【法人】 

市税に未納がないことの

証明書 
（市内・準市内事業者のみ） 

申請する事業所が上尾市内にある場合 

・市税に未納がないことの証明書（証明書発行センターで発行） 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

③【法人】 

法人（設立・解散・異動

等）届出の「事業証明

書」  
（市内・準市内事業者のみ） 

申請する事業所が上尾市内にある場合 

・上尾市内の事業所が確認できる証明書（証明書発行センターで発

行） 

・証明書は申請日前３か月以内に交付されたもの。 

④【法人】 

事業所実態調査票 

〔様式７ 〕 
 （市内・準市内事業者のみ） 

申請する事業所が上尾市内にある場合 

・申請する事業所について記入すること。 

※この調査票に基づき、申請事業所に訪問調査する場合がありま

す。 
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自治体名 書類名 説明 

朝霞市 【法人】 法人市民税の

納税証明書 

 (システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要) 

申請する事業所が朝霞市内にある場合 

・納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

春日部市 【法人】 

市税に未納がないことの

証明書 

(システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要) 

春日部市内に申請事業所（本店、支店、営業所等）がある場合 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあり

ます。 

加須市 
※当市の令和７・
８年度入札参加資
格者名簿は埼玉東
部消防組合も使用
します。 

【法人】 法人市民税の

納税証明書 

 

申請事業所の所在地に関わらず、加須市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

川口市 ①【法人】 

市税等の納税証明書 

(システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要) 

川口市内に申請事業所（本店、支店、営業所等）がある場合 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

【調査の対象となる税目等】 

・市民税（法人:法人市民税） 

・固定資産税（土地・家屋・償却資産） 

・都市計画税 

・事業所税 

・軽自動車税 

・使用料、違約金、損害賠償請求金等本市が保有する債権 

②【法人】 

事業所の写真・案内図

〔様式６〕 

 （市内事業者のみ） 

川口市内に申請事業所（本店、支店、営業所等）がある場合 

・写真は、事業所全景写真（看板等、社名が確認できるもの）及び

事業所内部が広範囲に写っているもの各１枚。案内図は住宅地図等

でも可。 

・写真はカラーでスキャンをして提出してください。 
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自治体名 ① 書類名 説明 

川越市 ①【法人】 

納税証明等申請書兼証明

書＜写し可＞ 

申請する事業所が川越市内にある場合 

・申請日前３か月以内のもの 

（発行:川越市収税課、各市民センター及び川越駅西口連絡所） 

・川越市契約課のホームページにある市指定様式により証明を受け

てください（川越市ホームページ＞事業者向け情報＞入札のひろば

＞入札参加資格＞登録・変更等＞物品等入札参加資格審査用市指定

様式（納税証明等申請書兼証明書））。 

https://www.city.kawagoe.saitama.jp/jigyoshamuke/nyusatsu

nohiroba/nyusatsusanka/entry/buppinyoushiki202408.html 

・納税義務がある税目で未納がある場合、資格審査を受けることが

できません。 

・証明書の記入方法等は、川越市ホームページ掲載の市指定様式内

の記入要領を参照してください。 

②【法人】 

事業所の写真・案内図

〔様式６〕 

 （市内事業者のみ） 

申請する事業所が川越市内にある場合 

・写真は、事業所全景写真（看板等、社名が確認できるもの）及び

事業所内部が広範囲に写っているもの各１枚。案内図は住宅地図等

でも可。 

・写真はカラーでスキャンをして提出してください。 

・申請日から３カ月以内に撮影されたもの。 

北本市 【法人】 法人市民税の

納税証明書 

（システム上で納税状況

の照会について同意した場

合、原則として不要） 

申請事業所の所在地に関わらず、北本市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

※納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることが

あります。 

※納税証明書を提出する場合は、直近１年分の納税証明で、申請日

前３か月以内に交付されたもの。 

行田市 【法人】 法人市民税の

納税証明書 

（システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要） 

申請事業所の所在地に関わらず、行田市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 
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自治体名 書類名 説明 

久喜市 
※電子入札の対象
案件を拡大します
ので、電子入札の
準備をお願いしま
す。 
 
※当市の令和７・
８年度競争入札参
加資格者名簿は埼
玉東部消防組合も
使用します。 

【法人】 法人市民税の

納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、久喜市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

熊谷市 【法人】 法人市民税の

納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、熊谷市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

鴻巣市 
※令和７年度から
入札案件は電子入
札の導入を予定し
ています。電子入
札の準備をお願い
します。 

【法人】 

市税に未納税額のないこ

との証明書 

(システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要) 

申請する事業所（本店、支店、営業所等）が鴻巣市内にある場合 

納税状況が確認できない場合、未納税額のないことの証明書の提出を

求めることがあります。 

・申請日前３か月以内に交付されたもの。 

越谷市 ① 市民税の納税証明書 

(システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要) 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

②【法人】 

事業所の写真・案内図 

〔様式６〕 

（市内業者のみ） 

申請する事業所が越谷市内にある場合 

・写真は、事業所全景写真（看板等、社名が確認できるもの）及び

事業所内部が広範囲に写っているもの各１枚。案内図は、住宅地図

等でも可。 
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自治体名 書類名 説明 

さいたま

市 
（問い合わせ) 
さいたま市契約
課契約管理係 
電話:048－
829-1179 
直接お問い合わ
せください。 

①【法人】 

事業所の写真・案内図

〔様式６〕 

受任者を置く事業所の所在地がさいたま市内にある場合のみ（本店

は提出不要） 

・写真は、事業所全景写真（看板等、社名が確認できるもの）及び

事業所内部が広範囲に写っているもの各１枚。案内図は住宅地図等

でも可。 

・写真はカラーでスキャンをして提出してください。 

②【法人】 

市民税の納税証明書 

（システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要） 

申請事業所の所在地に関わらず、さいたま市内に事業所（本店、支

店、営業所等）がある場合 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

・対象となる税目:【法人】法人市民税 

・納税猶予の許可を受けている場合はご相談ください。 

③個別情報報告書 

〔様式８〕 

※エクセル形式で提出し

てください。 

建築物管理のうち、管理業務 、運転業務、点検・検査業務を申請す

る場合のみ 

・設問１のみ入力してください。 
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自治体名 書類名 説明 

さいたま市 
（問い合わせ) 
さいたま市契約課
契約管理係 
電話:048－
829-1179 
直接お問い合わせ
ください。 

さいたま市の格付審査について 

※④～⑧は、格付審査に関する書類になります。格付審査の詳細については、さいたま市ホー

ムページをご覧ください。

（https://www.city.saitama.lg.jp/005/001/017/001/p036551.html） 

※④～⑧は組合員のものではなく組合のものを提出してください。さいたま市は組合の書類の

み加点対象としています。また、障害者雇用についても組合の状況のみ加点対象としていま

す。 

※営業期間は「令和７年１月１日」を基準として算出します。 

※審査結果等については、格付審査の有無に関わらず全ての事業所に対して、令和７年３月末

頃に書面でお知らせします。 

④次世代育成支援対策

推進法に基づく一般事

業主行動計画策定・変

更届（受理印のあるも

の）又は基準適合一般

事業主認定通知書（く

るみん認定等） 

建築物管理のうち、管理業務 、運転業務、点検・検査業務を申請す

る場合のみ 

・申請日現在、次のいずれかに該当する場合は提出してください。 

⑴ 従業員１００人以下の企業等 

次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）に基づく

一般事業主行動計画を策定し、同法第１２条の規定による届出を労

働局へ提出した又は同法第１５条の２の規定による認定を受けてい

る。 

※一般事業主行動計画策定・変更届のみでも加点対象となります。 

⑵ 従業員１０１人以上の企業等 

同法第１３条又は第１５条の２の規定による認定を受けている。 

※一般事業主行動計画策定・変更届のみでは加点されません。基準

適合一般事業主認定通知書（くるみん認定等）が必要となります。 

・詳細は、厚生労働省ホームページをご覧ください。 
(https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/index.html) 

・一般事業主行動計画策定・変更届を提出する場合は、申請日現

在、計画期間中である場合のみ対象です。 

・従業員数は、「一般事業主行動計画策定・変更届」記載の「常時

雇用する労働者の数」で判断します。 
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自治体名 書類名 説明 

さいたま市 
（問い合わせ) 
さいたま市契約課
契約管理係 
電話:048－
829-1179 
直接お問い合わせ
ください。 

⑤女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関す

る法律に基づく一般事

業主行動計画策定・変

更届（受理印のあるも

の）又は基準適合一般

事業主認定通知書（え

るぼし認定等） 

建築物管理のうち、管理業務 、運転業務、点検・検査業務を申請す

る場合のみ 

・申請日現在、次のいずれかに該当する場合は提出してください。

⑴ 従業員１００人以下の企業等 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律

第６４号）に基づく一般事業主行動計画を策定し、同法第８条の規

定による届出を労働局へ提出した又は同法第１２条の規定による認

定を受けている。  

※一般事業主行動計画策定・変更届のみでも加点対象となります。 

⑵ 従業員１０１人以上の企業等 

同法第９条又は第１２条の規定による認定を受けている。 

※一般事業主行動計画策定・変更届のみでは加点されません。基準

適合一般事業主認定通知書（えるぼし認定等）が必要となります。 

・詳細は、厚生労働省ホームページをご覧ください。
(https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html) 

・一般事業主行動計画策定・変更届を提出する場合は、申請日現

在、計画期間中である場合のみ対象です。 

・従業員数は、「一般事業主行動計画策定・変更届」記載の「常時

雇用する労働者の数」で判断します。 

⑥以下のいずれかの書

類 

⑴ さいたま市と締結

している包括連携協定

書 

⑵ さいたま市ＳＤＧ

ｓ認証企業認証書 

⑶ さいたま市健康経

営企業認定証 

⑷ さいたま健幸ネッ

トワークに加入 

建築物管理のうち、管理業務 、運転業務、点検・検査業務を申請す

る場合のみ 

・以下のいずれかに該当する場合は提出してください。 

⑴ さいたま市と包括連携協定を締結している者 

⑵ さいたま市ＳＤＧｓ認証企業として認証されている者 

⑶ さいたま市健康経営企業として認定されている者 

⑷ さいたま健幸ネットワークの提出書類はありません 
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自治体名 書類名 説明 

さいたま市 
（問い合わせ) 
さいたま市契約課
契約管理係 
電話:048－
829-1179 
直接お問い合わせ
ください。 

⑦ＩＳＯ９００１認証

取得登録証 

（共通書類で申請業種

に関連した登録証を提

出する場合は不要） 

建築物管理のうち、管理業務 、運転業務、点検・検査業務を申請す

る場合のみ 

・認証取得業務が申請業種に関連しないが、ＩＳＯ９００１を取得

している場合は、提出してください。 

※さいたま市は認証範囲を問いません。 

⑧ＩＳＯ１４００１認

証取得登録証又はエコ

アクション２１認証・

登録証 

（共通書類で提出する

場合は不要） 

建築物管理のうち、管理業務 、運転業務、点検・検査業務を申請す

る場合のみ 

さいたま市が「環境配慮状況」で加点対象としているものは、「IS

O14001又はエコアクション21」のみとなります。加点を希望され

る場合は、共通書類で「ＩＳＯ１４００１認証取得登録証又はエコ

アクション２１認証・登録証」を提出してください。 
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自治体名 書類名 ① 説明 

坂戸市 
※原則、電子入札で
執行する予定です。
電子入札の準備をお
願いします。 

①【法人】 法人市民税

の納税証明書 

申請する事業所（本店、支店、営業所等）が坂戸市内にある場合 

直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたもの。 

②【法人】上記に併せ

て徴収猶予通知書 

（該当する場合のみ） 

上記納税について新型コロナウイルス感染症の影響による徴収猶予

の適用を受け、納税証明書に未納額がある場合（坂戸市発行の「徴

収猶予通知書」（写し）及び新型コロナウイルス感染症の影響によ

る徴収の猶予であることがわかる書類も併せて添付）。 

その他留意事項 

【所在地区分】 

坂戸市の所在地区分は下記のとおりとなります。 

(1)市内…申請事業所（本社、本店）が坂戸市内に所在する者 

(2)準市内…申請事業所（本社、本店以外の支店、営業所等）が坂戸市内に所在する者 

(3)近隣…申請事業所が川越市、東松山市、鶴ヶ島市、日高市、毛呂山町、越生町、川島町、

鳩山町に所在する者 

(4)県内…申請事業所が前記(1)、(2)、(3)以外の埼玉県内に所在する者 

(5)県外…申請事業所が埼玉県外に所在する者 

 

【坂戸地区衛生組合への申請について】 

令和７・８年度の坂戸市競争入札参加資格者名簿は、坂戸地区衛生組合と共用します。 

そのため、坂戸地区衛生組合が発注する競争入札又は随意契約（見積り）に参加を希望する事

業者は、坂戸市への競争入札参加資格審査申請が必要となりますのでご注意ください。 

狭山市 【法人】 

 滞納なし証明書 

【法人】申請事業所の所在地に関わらず、狭山市内に事業所（本

店、支店、営業所等）がある場合 

・申請日前３か月以内に交付されたもの。 

志木市 【法人】 法人市民税の

納税証明書 

 

申請事業所の所在地に関わらず、志木市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 
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自治体名 書類名 説明 

白岡市 
※当市の令和７・８
年度競争入札参加資
格者名簿は埼玉東部
消防組合も使用しま
す。 

【法人】 法人市民税の

納税証明書 

（システム上で納税状

況の照会について同意

した場合、原則として

不要） 

申請事業所の所在地に関わらず、白岡市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

秩父市 ①【法人】 

市税の未納税額のない

ことの証明書（写し

可） 

(システム上で納税状況

の照会について同意し

た場合、原則として不

要) 

申請事業所の所在地に関わらず、秩父市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・秩父市が発行したもので申請日前３か月以内に交付されたもの。 

・納税状況が確認できない場合、証明書の提出を求めることがあり

ます。 

※ただし、システム上で納税状況の照会について同意していても、

市外の事業者で秩父市に納税義務がある場合は、「市税の未納税額

のないことの証明書」を提出してください。（申請事業所以外（本

店や他事業所）で秩父市に納税義務のある場合も含む） 

②【法人】 

事業所の写真・案内図

〔様式６〕 

 （準市内事業者のみ） 

本店が秩父市外にあり、委任先の事業所が秩父市内にある事業者

（準市内事業者）のみ提出してください。 

・写真は、事業所全景写真（看板等、社名が確認できるもの）及び

事業所内部が広範囲に写っているもの各１枚。案内図は住宅地図等

でも可。 

・写真はカラーでスキャンをして提出してください。 

③【法人】 
事業所実態調査票〔様

式９ 〕 
 （準市内事業者のみ) 

本店が秩父市外にあり、委任先の事業所が秩父市内にある事業者

（準市内事業者）のみ提出してください。 
・申請する事業所について記入すること。 
※この調査票に基づき、申請事業所に訪問調査する場合があります。 

所沢市 【法人】 

市民税の納税証明書 

(システム上で納税状況

の照会について同意し

た場合、原則として不

要) 

申請事業所の所在地に関わらず、所沢市内に事業所（本店、支店、営

業所等）がある場合 

※納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 
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自治体名 書類名 説明 

戸田市 ①【法人】 

市税完納証明書（写し

可） 

申請事業所の所在地に関わらず、戸田市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・戸田市が申請日前３か月以内に発行したもの。 

 （窓口:２階収納推進課） 

②【法人】 

事業所の写真・案内図

〔様式６〕 

申請する事業所の所在地が戸田市内にある場合（本店、本社の場合

は提出不要） 

・写真は、事業所全景写真（看板等、社名が確認できるもの）及び

事業所内部が広範囲に写っているものを各１枚添付してください。 

・白黒写真は不可とします。 

・案内図は、目印となる道路・建物・店舗等を含めて記載してくだ

さい。 

蓮田市 【法人】 法人市民税の

納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、蓮田市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

羽生市 
※令和７年度から入
札案件は電子入札の
導入を予定していま
す。電子入札の準備
をお願いします。 

【法人】 法人市民税の

納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、羽生市内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

東松山市 【法人】 

市税等の納税証明書 

 

【法人の場合】 

申請事業所の所在地に関わらず、東松山市に対して、法人名義で

「法人市民税、個人住民税（特別徴収）、固定資産税・都市計画

税、軽自動車税」の納税義務がある場合 

申請日前３か月以内に発行した納税証明書を添付してください。 

法人市民税については、直近１年分、 

個人住民税（特別徴収）、固定資産税・都市計画税、軽自動車税に

ついては、当該年度分 

※ 法人設立後又は市内に営業所等を構えて間もなく、証明書が出

ない場合は、法人の異動届出書（受付印のあるもの）写しを提出し

てください。 
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自治体名 書類名 説明 

日高市 
※令和７年度から入
札案件は電子入札の
導入を予定していま
す。電子入札の準備
をお願いします。 

【法人】 

市税納税証明書 

＜写し可＞ 

申請事業所の所在地に関わらず、日高市内に事業所（本店/支店/営

業所等）がある事業者の場合 

・申請日前３か月以内に市（税務課）が発行したもの。 

・日高市管財課のホームページにある市指定様式により税務課にて

証明を受けてください（日高市ホームページ＞組織から探す 

＞管財課＞契約検査担当＞競争入札参加資格関係＞（様式）市税納

税証明願）。 

・法人市民税に関し、法人設立後又は営業所等を構えて、申告期限

を迎えていないため証明が出ない場合は、税務課収受印のある法人

設立届出書（設立/設置）の写しを提出してください。 

深谷市 ①【法人】 

市税に滞納がないこと

の証明書 

（システム上で納税状

況の照会について同意

した場合、原則として

不要） 

【法人】申請事業所の所在地に関わらず、深谷市内に事業所（本

店、支店、営業所等）がある場合 

・申請日前３か月以内に交付されたもの。 

②【法人】 

徴収猶予許可通知書 

 

上記納税について新型コロナウイルス感染症の影響等による特例猶

予の適用を受け、納税証明書に未納額がある場合 

深谷市が発行した「徴収猶予許可通知書」も併せて添付してくださ

い。 

富士見市 
 

①【法人】 法人市民税

の納税証明書 

（システム上で納税状

況の照会について同意

した場合、原則として

不要） 

申請する事業所が富士見市内にある場合 

・納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることが

あります。 

②【法人】 

事業所の写真・案内図

〔様式６〕 

 （市内事業者のみ） 

申請事業所の所在地に関わらず、富士見市内に事業所（本店、支

店、営業所等）がある場合 

・写真は、事業所全景写真（看板等、社名が確認できるもの）及び

事業所内部が広範囲に写っているもの各１枚。案内図は住宅地図等

でも可。 
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自治体名 書類名 説明 

ふじみ野市 ①【法人】 法人市民税

の納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、ふじみ野市内に事業所（本店、支

店、営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

②使用印鑑届 

〔様式５〕 

ふじみ野市に申請する全申請者が提出してください。 

③【法人】 

事業所の写真・案内図

〔様式６〕 

 （市内事業者のみ） 

申請する事業所がふじみ野市内にある場合 

・写真は、事業所全景写真（看板等、社名が確認できるもの）及び

事業所内部が広範囲に写っているもの各１枚。案内図は、住宅地図

等でも可。 

本庄市 
※令和７年度から入
札案件は電子入札の
導入を予定していま
す。電子入札の準備
をお願いします。 

市税に滞納がないこと

の証明書 

（システム上で納税状

況の照会について同意

した場合、原則として

不要） 

【法人】申請事業所の所在地に関わらず、本庄市内に事業所（本

店、支店、営業所等）がある場合 

※納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることが

あります。 

三郷市 【法人】法人市民税の 

納税証明書 

【個人】個人市民税の 

納税証明書 

（システム上で納税状

況の照会について同意

した場合、原則として

不要） 

申請事業所の所在地に関わらず、三郷市内に事業所（本店、支店、 

営業所等）がある場合。 

※納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることが 

あります。 

吉川市 ①市民税の納税証明書 

（システム上で納税状

況の照会について同意

した場合、原則として

不要） 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 
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自治体名 書類名 説明 

伊奈町 【法人】 法人町民税の

納税証明書 

（システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要） 

申請事業所の所在地に関わらず、伊奈町内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

 

小鹿野町 
 

町民税の納税証明書 

（システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要） 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

 

神川町  町民税の納税証明書 

（システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要） 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

上里町 町民税の納税証明書 

（システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要） 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

川島町 【法人】 法人町民税の

納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、川島町内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

⾧瀞町 町民税の納税証明書 

（システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要） 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

鳩山町 町民税の納税証明書 

（システム上で納税状況

の照会について同意した

場合、原則として不要） 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

美里町 
※令和７年度から
電子入札に移行す
る予定です。電子
入札の準備をお願
いします。 

【法人】 法人町民税の

納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、美里町内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 
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自治体名 書類名 説明 

皆野町 【法人】 法人市民税の

納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、皆野町内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

三芳町 【法人】 法人町民税の

納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、三芳町内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 

毛呂山町 町民税の納税証明書 

（システム上で納税状

況の照会について同意

した場合、原則として

不要） 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

 

横瀬町 
※令和７年度から入
札案件は電子入札の
導入を予定していま
す。電子入札の準備
をお願いします。 

【法人】 

法人町民税の納税証明

書 

【個人】 

個人町民税の納税証明

書 

申請事業所の所在地に関わらず、横瀬町内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたもの

。 

吉見町 

 

町民税の納税証明書 

（システム上で納税状

況の照会について同意

した場合、原則として

不要） 

納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあ

ります。 

 

寄居町 【法人】 法人町民税の

納税証明書 

申請事業所の所在地に関わらず、寄居町内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合 

・直近１年分の納税証明で、申請日前３か月以内に交付されたも

の。 
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3 官公需適格組合の組合員ごとの格付け情報内訳【様式 10】（記入例） 

（金額の単位：千円）
組合名 組合員（5者以内）

○○官公
需適格組

合
(株)△△ (株)□□ (株)●●

流動資産 7,000 70,000 35,000 10,000 122000 千円

機械装置 0 0 301 0 301 千円

建設仮勘定 0 0 0 20 20 千円

投資その他の資産 500 5,000 2,500 800 8800 千円

固定資産 500 5,000 2,500 800 8800 千円

流動負債 3,500 35,000 1,750 600 40850 千円

資本金 1,000 10,000 5,000 2,000 18000 千円

準備金 100 1,000 500 150 1750 千円

その他自己資本額※ 9,000 90,000 4,500 1,850 105350 千円

純資産の総額 10,100 101,000 10,000 4,000

売上高 200 200,000 100,000 30,000 330200 千円

雇用状況
（※２） 従業員の総数 11 93 50 22 176 人

法定雇用障害者の算定の基礎となる
労働者の数（※3-1） 11 91 50 22 174 人

常用雇用障害者の数
 （※3-2）

1 2 2 0 5 人

障害者雇用状況
義務はない

が雇用
不足数なし 不足数なし 未達成 不足なし

環境配慮状況 配慮なし 配慮なし 配慮あり 配慮なし 配慮あり

品質管理（ISO9001） 登録なし 登録あり 登録なし 登録なし 登録あり

官公需適格組合証明書 ○ ○

浄化槽保守点検 - - ○ - ○

浄化槽清掃 - - ○ ○ ○

飲料水貯水槽清掃 - ○ - ○ ○

決算情報
（※１）

社会貢献
(※４）

営業許可
等

（※５）

-

官公需適格組合の組合員ごとの格付情報内訳    　

合計

※黄色セル欄は自動計算します

千円単位で記

入（千円未満切

捨て）

自動計算された

合計をシステムに

入力

プルダウンリスト

から選択

組合又は組合員が取得してい
る場合、「あり」をシステムに入
力

営業許可等を取得している組
合・組合員は○を記入

（プルダウンリストから選択）

表示された結果
をシステムに入
力

申請の手引「営業許可等一
覧表」に記載されている営
業許可等を記入

様式１０記入例

自動計算
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システムには、様式 10 で自動計算された合計を入力してください。  
 

決算書 

 
 

・申請日直前１事業年度分の決算書等（単独決算）に基づいて入力してください。 

・単位は千円（千円未満は切り捨て）です。 

・該当がない科目は０千円、値が負数の場合は、－（マイナス）を付けます。 

※純資産の部合計を入力すると自動計算されます。 

 

 

 

従業員数 

 

 

 

・従業員数は組合と構成組合員のそれぞれの常勤職員の人数を記入してください。 

※代表者・役員（使用人兼務役員に該当しない者）の他、パート、アルバイト、季節労働者、派遣労働者等（いわ

ゆる「非正規労働者」）は除き、従業員数が０人となる場合は「１人」と入力します。 親会社、子会社又は関連会

社等は含めないでください。 

・確認書の従業員数と同じ人数を記入してください。 

  

4 官公需適格組合の組合員ごとの格付け情報内訳【様式 10】入力注意事項 

合計人数を入力 
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障害者雇用状況 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

・障害者雇用状況「不足数なし」:障害者雇用状況報告書の添付義務のある事業者（従業員数 40 人以上）で障害

者法定雇用率を達成している事業者（公共職業安定所に提出した直近の報告書（様式第 6 号） 

・「義務はないが雇用」:従業員数 40 人未満の場合、確認書の障害者雇用に記入してください。 

 
 

 

 

 

環境配慮状況 
 

 

 

 

 

 

 

・環境配慮状況: 

  ISO14001、埼玉県エコアップ認証、エコアクション２１、 

  埼玉県 SDGｓパートナー登録、埼玉県環境ＳＤＧｓ取組宣言企業 

  多様な働き方実践企業認定、パートナーシップ構築宣言企業 

  のいずれかを取得している場合、「配慮あり」を選択してください。 
 

 

  

表示された

結果をシス

テムに入力 

プルダウンリスト

から選択 

表示された

結果をシス

テムに入力 プルダウンリスト

から選択 

組合または組合員が取得している場合、

「配慮あり」をシステムに入力 

項目名 選択肢 該当する場合 提出書類

□配慮あり

・ISO14001認証取得登録証
・エコアクション２１認証・登録証

・埼玉県エコアップ認証
・埼玉県SDGｓパートナー登録
・埼玉県環境ＳＤＧｓ取組宣言企業
・多様な働き方実践企業認定
・パートナーシップ構築宣言企業

のいずれかを取得している場合

ISO14001、
エコアクション21
・・・認証の写し
　　　様式１「確認書」

その他について
・・・様式１「確認書」
　　 認証の写しは
　　　提出不要です。

□配慮なし 上記以外の場合 －

環境配慮状況
［選択］
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品質管理 
 

 

 

 

 

 

・品質管理:「印刷」「電算業務」「催物、その他の業務」「建築物管理」の業種区分の営業品目を申請する場合

で、その営業品目に関連した ISO9001 認証（有効期限内）を取得しているとき「登録あり」を選択してくださ

い。「登録有り」を選んだ場合、ISO9001 認証取得登録証を提出してください。 
 

営業許可 
 

 

 

 

 

 

 

 

・営業許可等:申請の手引「営業許可等一覧表」に記載されている営業許可等を記入  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プルダウンリスト

から選択 
組合または組合員が取得している場合、

「配慮あり」をシステムに入力 

表示された

結果をシス

テムに入力 

申請の手引「営業許可

等一覧表」に記載され

ている営業許可等を記
営業許可等を取得している

組合・組合員は〇を記入
（プルダウンリストから選択） 
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②

④

③

受付システムですべての入

力が終わったら 

送信ボタンをクリック。 

① 

⑥ 

埼玉県ホームページにアクセス

競争入札参加資格申請受付 

システムにアクセス

⑤ 

申請担当者・メールアドレスあてに「書類の提出方法のご案内」メールが届きます。 

メールに表示されたリンク先（事業者申請ポータル）から、提出書類を送信してください。 

更新申請（定期） 
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書類の名前の付け方:書類には名前を付けて送信してください。 
書類には、先頭に受付票の左上のある業者番号（10ケタ）を付けてください。 

添付する際は、書類の種類ごとに分けて添付してください。 

添付可能なファイル形式は、Word, Excel, PDF，JPG，JPEG、PNG，GIF，TIFF、TIFです。 

ファイル形式（拡張子）は残したままにしておいてください。 

     例:0000029085受付.jpg    0000020269謄本.pdf 
 
 入 力 例 書 類 名 

  業者番号 受付  受付票・データ登録確認 

  業者番号 確認 確認書（様式１） 

  業者番号 国税  税務署発行の納税証明書 

  業者番号 謄本 履歴事項証明書（商業・法人登記簿謄本） 

  業者番号 決算 決算書類（単独決算） 

  業者番号 委任 委任状（様式2） 

  業者番号 印鑑 使用印鑑届（様式５） 

  業者番号 許可 営業許可書等 

  業者番号 雇用 障害者雇用状況報告書 

  業者番号 実績 契約実績表（様式自由 参考様式４） 

  業者番号 環境 ISO14001認証取得登録証、エコアクション21認証・登録証 

  業者番号 品質 ISO9001認証取得登録証 

  業者番号 写真 事業所の写真・案内図(様式6） 

  業者番号 自治体名 申請自治体によって提出する書類（該当する自治体ごとに添付） 

例: 業者番号 上尾 

   業者番号 伊奈 

  業者番号 行政書士 行政書士委任状 

  業者番号 官公需 官公需適格組合の組合員ごとの格付け情報内訳（様式 10） 

 
  

6 提出書類の PDF 
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7 書類の提出                       （事業者申請ポータル）  

事業者申請ポータルで 

「事業者登録」を入力 

提出書類を PDF 化します 

書類を事業者申請ポータルに添付・送信 

②

「申請手続」は終了となります。 

内容の確認等必要な場合、共同受付窓口から担当者あてにご連絡いたします。 

③

④

⑤入力チェック 

ボタンを押す 

⑦

アクセスキーは、申請担
当者に届くメール「書類
の提出方法のご案内」に
記載されています。 

送信ボタンを押した後、

「メッセージを送信してく

ださい」が出ますが、入力

は不要です。 

「事業者申請ポータル」で

の作業は終了です。 

⑥ 

申請担当者のメールアドレスに届く「書類提出

方法のご案内」メールにあるリンク（事業者申

請ポータル）にアクセス 

① 



28 
 

 

 

 
提出書類は、申請内容、申請自治体によって異なる場合があります。 

  申請内容、申請自治体によって、必要な書類がある場合がありますので、埼玉県ホームページに 
  掲載の「申請の手引」でご確認ください。 
 

 

    
【申請データの入力のとき】 
〇 申請担当者・メールアドレスの入力誤りにご注意ください。 
  競争入札参加資格申請受付システムで申請データを送信した後、ご入力いただいた申請担当者・ 
  メールアドレスあてに「書類の提出方法のご案内」メールが届きます。メールアドレスの入力を 
  お間違えないようにお願いします。 
 
〇 契約者は、契約書に記載される方となります。 
  自治体と契約を締結する際に、契約書に記載される方となります。事務担当者ではありません。 
  様式２の委任状と一致しているか確認してください。 
 
〇 決算情報の入力誤りにご注意ください。 
  直近の決算書であることを確認の上、千円未満切り捨てで決算数値を入力してください。  
 
【申請データを送信した後】 
〇 ログイン情報印刷画面で、ユーザ ID・パスワードを印刷できます。保管をお願いします。 
  ユーザ ID とパスワードは、入札に参加する場合や登録内容の変更申請のときに必要です。 
  必ず印刷し、保管してください。 

書類を PDF にするときは、名前を付けてください。 
  書類には、先頭に受付票の左上にある業者番号（0 で始まる 10 桁の番号）を付けてください。 

（例:00000×××××受付．pdf、00000×××××謄本．pdf など） 
 
〇 事業者申請ポータルを初めて利用する方は、「事業者申請ポータルでの事業者登録」をお願いします。 
  「事業者登録」メニューから事業者情報（本社情報）、管理者情報（申請者情報）を入力します。 
  事業者登録の入力が終わると、管理者情報で登録した連絡先メールアドレスに、「登録完了・パスワード

設定」の案内が届きますので、パスワードを設定したら、事業者登録は完了です。 
 
 
 
 
 

 

👉 STEP２（申請データの入力・送信）のチェックポイント 

事業者申請ポータルでの提出が難しい場合はメール又は郵送でもご提出いただけます。 
 

【メール送付先】a5770-09＠pref.saitama.lg.jp 
    件名を「【業者番号・事業者名】更新申請書類」 として送信してください。 
 
【郵送先】〒330-9301 さいたま市浦和区高砂 3-15-1 
                       埼玉県入札審査課 物品等共同受付窓口 宛 
 封筒に「７・8 年度更新申請在中」と記入の上、信書扱いでお送りください。 

👉 STEP３（書類の提出）のチェックポイント

👉 STEP1（提出書類の準備）のチェックポイント 

問合せ先  

 制度に関すること   共同受付窓口(埼玉県総務部入札審査課）  電話 048-711-5676  

 パソコン操作に関すること 埼玉県電子入札ヘルプデスク    電話 048-830-2263  


